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１．はじめに 

「交通は派生需要である」という基本理念に基づ

く Activity-based アプローチは 1980 年代から欧米を

中心に発展してきており，次世代交通計画手法とし

て注目され，理論面と実用面での議論は盛んに行わ

れている．本研究ではその理論面の課題について，

時間利用データを用いて検証する． 
Activity-based アプローチによる交通行動分析手

法は今まで，個人の意思決定が他人から影響を受け

ないと仮定するのが主流であった．一方，人間社会

における多くの意思決定はグループ意思決定である

ということが，1930年代に社会心理学者のThorndike
によって既に実証された 1)．世帯におけるこのよう

なグループ意思決定は，世帯内での共同生活や構成

員間の役割分担などの影響で，活動時間の配分行動

だけではなく，車の保有や世帯内での共同利用行動

に見られる． 
一方，時間利用に関する研究は人々がどのように

時間を利用するか，言い換えると，日々どのような

活動をどこで，だれと一緒に行うか，その時間消費

行動にどのように感じるかを対象とする．社会学の

分野で 20 世紀初期頃から始められた歴史のある分

野である 2), 3)．時間利用データは交通行動分析だけ

ではなく，交通プロジェクトの評価に欠かせない時

間価値の計測や，社会基盤の整備による生活の質の

評価などにも適用可能である 4)． 
本研究では時間利用データを用いて，世帯構成員

間の相互作用を考慮した世帯時間配分モデルを構築

する．今までは，小規模のアンケート調査から得ら

れた時間配分データを用いた世帯時間配分行動の分

析がなされた 5)~8)が，得られた分析結果は一般性を 
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持つとは言えない．そこで，総務省が平成 13 年に実

施した社会生活基本調査（調査 B）（約 4,000 世帯，

約 19,000 人・日）という大規模時間利用データを用

いて，世帯時間配分行動の特性について分析する． 
 
２．既往研究 

時間利用に関する最初の研究はほぼ同時期の

1910 年代にアメリカとイギリスで展開された．初期

の研究は工業化に伴う労働者の生活条件の研究との

リンクが強かった．日本では 1923 年に大阪市役所は

最初の時間利用の調査を実施した 9)．そして，日本

放送協会（NHK）は 1960 年から 5 年ごとに「国民

生活時間調査」を実施してきている．総務省は NHK
より 16 年も遅れて，1976 年に第 1 回社会生活基本

調査を実施し，以降 5 年に 1 回の調査を実施するよ

うになった． 
今まで，時間利用に関する研究は，非市場生産活

動を反映していない国民経済計算体系の問題点を解

消するための新たな国民経済計算方法への応用，労

働力分析，社会変化，女性問題，生活の質，余暇活

動分析，そして，交通行動分析など多くの分野に応

用されてきている 10)． 交通行動分析における時間

利用データの重要性は 1970 年代中ごろから認識さ

れるようになった．その研究結果として，Hagerstrand
の時空間アプローチ 11)と従来の交通調査手法を融

合した新しい交通行動分析手法の Activity-based ア

プローチは開発された． 
グループの視点からみた時間利用のモデリング

研究として，Gliebe & Koppelman (2000)の共同型活

動参加モデル 12)の開発は最初の試みであった．その

後，Zhang ら 5),6)と Zhang & Fujiwara7)は彼らの加法

型世帯効用関数の問題を解消するため，多項線形世

帯効用関数と等弾力性世帯効用関数をそれぞれ適用

し，グループ意思決定理論と時間配分理論 13)を融合

した 2 種類の世帯時間配分モデルを開発した．世帯

時間配分モデルの基本構造は以下のとおりである． 

Maximize )u,...,u,u(HHUF hn2h1h=  (1) 

Subject to hij hij Tt =∑ , for i = 1, 2, …, n (2) 

ここで，HUF は世帯 h の効用関数， hijt は構成員 i 



が活動 j を遂行する時間， hiu は構成員 i のいろいろ

な活動の遂行から得られる効用， hiT は構成員 i の利

用可能な時間である． 
(1) 多項線形型世帯効用関数 
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ここで， hα は世帯構成員間の相互作用を表すパラメ

ータで， hiw は世帯意思決定における構成員 i の相対

的な影響力を表す重みパラメータであり，以下の制

約条件を満たす必要がある． 

1wand0w
i hihi =≥ ∑  (5) 

前述のモデルの有効性については，オランダの

Albatross 研究プロジェクト 14)で収集した活動日誌

調査データ（約 3,500 世帯：1997-2000 年）と島根県

の中山間地域で収集した高齢者の活動日誌調査デー

タ（約 150 世帯：2002 年）をそれぞれ用いて，既に

実証された．ただし，使用した最大サンプル数（夫

婦のみの世帯）は Albatross データでは 257 で，中山

間地域のデータでは 454（1 週間データ）であった．

今まで得られた知見は以下のとおりである． 
【オランダのデータ】 
1) 意思決定パターンとして，平日に約 5 割の世帯で

は夫が，2 割の世帯で妻が世帯時間配分の意思決

定を支配し，残りの世帯では夫婦で平等に意思決

定を行う．平日・休日に関係なく，世帯内相互作

用と活動間相互作用はほど一定である． 
2) 世帯は各構成員の存在や都合を充分に考慮に入

れ，在宅時間と自宅外独立型自由活動時間を維持

しながら世帯意思決定を行う．共同型活動は平日

より休日においてより重要視される． 
3) 自動車保有は平日の世帯時間配分に影響するが，

休日には影響しない． 
【島根県中山間地域のデータ】 
4) 世帯意思決定パターンはどちらかといえば平等

型に近い．夫は重みパラメータが圧倒的に大きい

が，活動遂行時には妻の都合を優先する．  
5) 夫は在宅活動を最も重要視するのに対して，妻は

共同型活動を重要視する．夫は妻の都合を積極的

に配慮し，分担型活動を遂行する．妻は活動間の

トレードオフをより明確に考慮するのに対して，

夫は積極的に考慮しない． 
6) 自動車利用は夫の時間配分に影響するが，妻に影

響しない．一方，免許保有は妻の時間配分に影響

し，夫に影響しない． 
Zhang ら 8)は式(3)と(4)を理論的に比較し，両者が

機能的にオーバーラップしており，相互に代替関係

にないことを示した．前述の中山間地域データにお

ける送迎者と被送迎者のペアデータを抽出し実証的

に比較した結果，現況再現性からみた両方の優劣に

は差がないが，送迎者と被送迎者の重みパラメータ

は明らかに異なることを示した．これは最大世帯効

用を実現するために，複数解（あるいは複数経路）

が存在しうることを示唆するものである．また，両

モデルともに世帯内相互作用の存在により世帯効用

が上がること，女性（被送迎者）の時間配分パター

ンをよりよく再現できることも明らかにした． 
 

３．データおよび世帯時間配分モデル 
ここで，本研究で使用する時間利用データと世帯

時間配分モデルについて概説する． 
（１）データ概要 

世帯時間配分行動を分析するため，総務省が平成

13 年度に実施した社会生活基本調査（調査 B）デー

タを用いる．調査の概要を表 1 に，調査項目を表 2
に，対象世帯の属性を図 1 に示す．会社員が 3 割強，

専業主婦・パートが 2 割弱を占め，学生・無職者が

1 割前後であった．8 割強の人が車を保有している．

世帯人数に関しては 2 人世帯が 27％で最も多く，単

身世帯と3人・4人世帯はそれぞれ20％前後であり，

4 人までの世帯は全体の約 85％を占めている． 
そして，既存研究との比較を配慮し，本研究では

夫婦のみの世帯を抽出した．その結果，有効世帯数

は 787 となった．この 787 世帯の平・休日の時間利

用データをモデルの推定に用いた．今回の分析では

平日・休日を区別しない．このため，最終的にモデ

ルの推定に用いた総世帯数は 1,558 となった． 
表 1 調査の概要 

調査実施期間 平成 13 年 10 月 5 日～13 日（9 日間） 

調査地域 47 都道府県 

調査対象者 10 才以上の世帯構成員 

サンプル数 4,000 世帯（19,398 人・日） 

表 2 調査項目 
全被験者の共通

項目 

出生の年月日，世帯主との続柄，在学，卒

業等教育又は保育の状況 

10歳以上構成員

の項目 

世帯員番号，活動の記入日，性別，配偶者

の有無，普段の介護の状況，活動日の天候，

携帯電話やパソコンの使用状況，1 日の生

活時間配分の状況（２４時間） 

15歳以上構成員

の項目 

普段の就業実態，仕事の種類，普段 1 週間

の就業時間 

世帯に関する項

目 

都道府県番号，世帯番号，住居の種類，居

住室数，自家用車の有無， 

世帯の年間収入，介護支援の利用状況，不

在者の有無， 

（２）世帯時間配分モデル 
本研究では，より一般性のある等弾力性型世帯時

間モデル（下記の式(6)と(7)）7),8)10)を用いる． 



① 共同型活動の時間配分率 hsP  
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② 共同型以外活動の時間配分率 hijP  
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ここで， hiju は構成員 i の活動 j の遂行から得られる

効用， hijkx は活動時間の説明変数， jkβ はそのパラ

メータ， hiδ は活動間相互作用パラメータである．
m,d,a,s はそれぞれ自宅活動，自宅外独立型，分

担型と共同型活動を指す．  
既往研究と違って，世帯意思決定の異質性を考慮

するため，世帯内相互作用パラメータ hα を世帯属性

hqz の線形関数として定式化した（ qϕ ：パラメータ）． 
 
４．世帯時間配分モデルの推定・考察 

総務省の社会生活基本調査データには元々62 種

類の活動が分類されたが，本研究ではそれらを自宅

内活動，自宅外活動（就業，私用，共同型）の計 4

種類に再分類した．再分類を行ったのは，活動を細

かく分類すると，活動時間 0 のサンプルが極端に増

えることによるモデルの推定問題を回避するためで

ある．また，社会生活基本調査は全国民を対象とし

て実施されたものであり，個人や世帯属性などの要

因以外，社会基盤整備水準も世帯の時間配分パター

ンに影響すると考えられる．社会基盤整備水準は人

口や地域面積により異なるため，社会基盤整備水準

データを人口で除した値を採用した．前述のことを

反映した hijρ 式を以下のように書き換える． 

( )hijiq qiqjk hikikhij xexp τκΩβθβρ ++= ∑∑  (8) 

ここで hikx は個人属性， qΩ は社会基盤整備水準， hijτ
は移動時間， ijiqik ,,, κθββ は未知パラメータである．  

表 3 に夫婦世帯における推定結果を示す．世帯意

思決定における個人の重みパラメータ(w)及び世帯

内相互作用パラメータ（α）はともに有意となった．

また，αの値については定数項だけ有意で 1.007 で

あることから，世帯内に弱い立場にある構成員の都

合を優先して世帯意思決定が行われていることが読

み取れる．個人の重みパラメータ(w)は 0.994 である

ため，夫が妻の都合を優先することで世帯総効用が

上昇するということになり，妻の存在が夫の時間配

分状況に影響を与えていると言える． 
活動に関する重みパラメータ（γ）をみると，夫

妻ともに自宅活動に重点を置いて生活を送っている

という結果になった．活動の相互作用パラメータ

（δ）については夫が有意であり，妻が有意とはな

らなかった．ただ，夫婦ともに活動間パラメータ値

が正であるため，活動間相互作用はそれぞれの効用

の上昇につながる． 
個人属性のパラメータ（β）については，夫の年

齢・仕事の有無が正で有意であることから，夫の年

齢が高く，有職である方が活動時間は長い傾向にあ

るといえる．また，妻は年齢が負で有意なことから，

年齢が高い方が活動時間が短いことを表している． 
活動別整備水準の影響パラメータ（φ）をみると，

自宅活動が最も整備水準からの影響を受け，私用活

動のみが逆の影響を受けることとなった．また，整 
表 3 世帯時間配分モデルの推定結果 

説明変数
および意思決定パラメータ 推定値 推定値

個人の重み（w i） 0.994 35.26 ** 0.006 ―

 定数項 1.007 47.18 **

 自家用車所有ダミー 0.001 0.12

 休日ダミー 0.010 1.14

 自宅活動 0.714 ― 0.874 ―

 就業活動 0.012 3.17 ** 0.007 4.38 **

 生活必需・自由活動 0.225 2.17 * 0.046 3.48 **

 共有活動 0.049 2.46 * 0.073 0.22

活動間相互作用パラメータ（δ i） 0.014 2.29 ** 3.376 0.02

年齢（実年齢） 0.007 5.32 ** -0.987 -1.83 *

仕事の有無 0.594 16.51 ** 18.115 0.44

 自宅活動 1.000 ―

 就業活動 0.275 6.71 *

 私用活動 -0.082 -2.70 **

 共同型活動　 0.068 2.11 *

 高速（ｋｍ） -17.793 -6.08 ** 2.810 3.15 **

 国道・都道府県道（ｋｍ） -0.628 -3.04 ** -0.001 -0.01

 市道（ｋｍ） 0.045 1.53 0.022 2.12 *

 鉄道路線長（ｋｍ） 2.360 1.90 * -1.837 -4.08 **

 デイサービス施設数（箇所） 22.655 3.82 ** -3.679 -1.89 *

 ホームヘルパー数（人） -0.824 -3.34 ** 0.258 2.91 **

 病院数（箇所） 3.165 4.64 ** 0.008 0.03

 飲食店数（箇所） -0.004 -0.12 -0.011 -0.81

 図書館数（箇所） -0.928 -0.08 10.953 2.61 **

スーパーマーケット数（箇所） -5.588 -2.12 * -3.580 -3.62 **

 都市公園面積（ｍ２） 0.258 7.48 ** 0.038 4.56 **

 会社数（箇所） 0.029 1.52 -0.021 -3.18 **

移動時間の影響パラメータ（κ i） 0.045 85.64 ** 0.015 48.75 **

 就業活動

 私用活動

 共同型活動　

総世帯数

夫（i=1) 妻（i=2)

活動別整備水準の影響パラメータ（φ j）

同左

0.5235

t値 t値

世帯内相互パラメータ（α h ）

活動の重みパラメータ（γ ij）

1,558
*
:5%有意　

**
:1%有意

個人属性パラメータ（β ik）

0.3197 0.2598

整備水準(人口千人あたりの値)の影響パラメータ（β iq ）

0.6952 0.4186

同左

重相関係数



備水準の影響パラメータは正であれば活動時間を長

くするように作用し，負であれば活動時間を短くす

ることを意味する．さらに，移動時間の影響につい

ては，夫婦ともに正で有意であることから移動時間

の長い活動は活動時間も長い傾向にあると言える． 
 

５．シミュレーション分析 

本研究では，以下の 3 つの社会基盤整備シナリオ

を想定し，整備による効果を測定してみる．効果の

測定指標としては，活動時間と人々の生活の質

（QOL）の変化を取り上げる．ここで，生活の質は

世帯および各構成員の効用を用いて定義する． 
① 都道府県別高速道路整備計画における高速道路

（9,342 キロ）がすべて整備された場合 
② 都道府県別医療福祉施設数（病院数・デイサー

ビス施設数・ホームヘルパー数）が現在の都道

府県別最高水準まで整備された場合 
③ 日本における都市公園の目標値である 20ｍ２/人

まで公園が整備された場合 
整備水準の変化に伴う活動時間変化を表 4 に，

QOL 変化を図 1 に示す．表 4 より，公園の整備が最

も活動時間に影響を与え，次に医療福祉の整備が活

動時間に影響を与える．しかし，高速道路の整備は

人々の活動時間にほとんど影響を与えない．図 1 よ

り，整備水準の変化に対して世帯 QOL と夫 QOL は

敏感に反応しているが，妻の QOL はあまり変化し

ていない．QOL への貢献という点からは医療・福祉

の整備が最も QOL を向上させる．しかし，高速道

路の整備は QOL にはほとんど影響を与えない．こ

れは，高速道路が活動時間にほとんど影響を与えな

いために QOL の変化も小さいからである． 
 
６．結論と今後の研究課題 

本研究では，大規模時間利用データを用いて世帯

時間配分行動を実証的に分析してみた．既存のモデ

ルと違い，世帯意思決定の異質性を明示的に表現し

た．構築したモデルの有効性を実証した．そして，

社会基盤整備が人々の活動時間と生活の質に与える

影響についてシミュレーション分析を通じて定量的

に計測した．しかし，モデルの精度はさほど高くな

い．今後，モデルの推定方法をさらに工夫し，説明

要因の合理的に導入方法を検討することが必要であ

る．時間配分からみた一般的な世帯意思決定パター

ンを探ることも重要である．最後に，今まで提案し

てきたモデルによる政策分析への適用は求められる． 
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